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令和３事業年度

(単位:円)

資産の部
Ⅰ流動資産

現金及び預金 1,577,590,540
未収金 136,938,841

貸倒引当金 △ 4,699,283 132,239,558
1,709,830,098

Ⅱ固定資産
1. 投資その他の資産

190,005
△ 190,005

0
0

1,709,830,098

負債の部
Ⅰ流動負債

預り補助金等（注） 708,240,000
708,240,000

Ⅱ固定負債
長期預り補助金等（注） 933,403,724
長期預り寄附金（注） 68,186,374

1,001,590,098

1,709,830,098

純資産の部
Ⅰ資本金

政府出資金 0 0
0

Ⅱ資本剰余金
資本剰余金 0 0

0

Ⅲ利益剰余金
当期未処分利益 0 0
（うち当期総利益) (0) (0)

0

0

1,709,830,098

貸借対照表注記
（注）を付した勘定科目は、独立行政法人固有の会計処理に基づく勘定科目です。

純資産合計

負債･純資産合計

流動負債合計

固定負債合計

負債合計

資本金合計

資本剰余金合計

利益剰余金合計

金額

貸借対照表

(令和４年３月31日現在)

区分 金額

流動資産合計

投資その他の資産合計
固定資産合計

資産合計

破産再生更生債権等
貸倒引当金

区分
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令和３事業年度

(単位:円)

Ⅰ 損益計算書上の費用

学資金支給業務費 947,952,214

損益計算書上の費用合計 947,952,214

Ⅱ その他行政コスト

その他行政コスト合計 0

Ⅲ 行政コスト 947,952,214

行政コスト計算書注記

独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト
行政コスト 947,952,214 円
独立行政法人の運営に関して
国民の負担に帰せられるコスト 947,952,214 円

区分 金額

行政コスト計算書

(自令和３年４月１日　至令和４年３月31日)
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令和３事業年度

(単位:円)

経常費用
業務費

学資金支給業務費 947,952,214

947,952,214

経常収益
補助金等収益（注）

国庫補助金収益（注） 947,952,214

947,952,214

0

当期純利益 0

当期総利益 0

損益計算書注記
１．事業費内訳（主なもの）　 (単位:円)

金額
学資金支給業務費

945,860,000
2,092,214

947,952,214

２．（注）を付した勘定科目は、独立行政法人固有の会計処理に基づく勘定科目です。

経常利益

経常収益合計

損益計算書

(自令和３年４月１日　至令和４年３月31日)

区分 金額

経常費用合計

計

区分

学資支給金
その他
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令和３事業年度

（単位：円）

資本金 資本剰余金 利益剰余金

当期首残高 0 0 0 0

当期変動額

　 Ⅰ 資本金の当期変動額 0 0 0 0

Ⅱ 資本剰余金の当期変動額 0 0 0 0

Ⅲ 利益剰余金の当期変動額 0 0 0 0

当期変動額合計 0 0 0 0

当期末残高 0 0 0 0

Ⅰ 資本金 Ⅱ 資本剰余金 Ⅲ 利益剰余金
区分

純資産変動計算書

　　　　　　　　　　　　　　　（自令和３年４月１日　至令和４年３月31日）

純資産合計
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(単位:円)

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー
学資支給金の支給による支出 △ 945,860,000
学資支給金の回収による収入 11,669,691
小計 △ 934,190,309
その他利息の受取額 61,150

　　業務活動によるキャッシュ・フロー △ 934,129,159

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 0

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ･フロー 0

Ⅳ　資金に係る換算差額 0

Ⅴ　資金減少額 △ 934,129,159

Ⅵ　資金期首残高 2,511,719,699

Ⅶ　資金期末残高 1,577,590,540

キャッシュ・フロー計算書注記
１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金 1,577,590,540 円
資金期末残高 1,577,590,540 円

キャッシュ・フロー計算書
令和３事業年度

(自令和３年４月１日　至令和４年３月31日)

区分 金額
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令和３事業年度

(単位:円)

Ⅰ　当期未処分利益 0

当期総利益 0

Ⅱ　利益処分額

積立金 0

区分 金額

利益の処分に関する書類

6



7 
 

注 記 事 項 

 

Ⅰ 重要な会計方針 

当事業年度より、改訂後の「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（令

和３年９月 21 日改訂）並びに「『独立行政法人会計基準』及び『独立行政法人会計基準注解』に

関するＱ＆Ａ」（令和４年３月最終改訂）（以下「独立行政法人会計基準等」という。）を適用し

て、財務諸表等を作成しております。 

   なお、独立行政法人会計基準等のうち、時価の算定に係る改訂内容は令和４事業年度から、収

益認識に係る改訂内容は令和５事業年度から、それぞれ適用いたします。 

 

１．貸倒引当金の計上基準 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

及び破産再生更生債権等については回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

なお、学資支給金返還未収金に係る債権については、回収及び貸倒実績の蓄積がないため、一

般勘定における第一種学資貸与金の貸倒引当率を適用して計上しております。 

 

２．消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっております。 

 

Ⅱ 重要な債務負担行為 

該当ありません。 

 

Ⅲ 重要な後発事象 

該当ありません。 

 

Ⅳ その他独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報 

令和元年５月 17 日付の大学等における修学の支援に関する法律（令和元年法律第８号）の制

定及び独立行政法人日本学生支援機構法の改正により、令和２年度より、新たな修学支援制度に

よる給付奨学金事業が実施されることになりました。これに伴い、平成 29 年度より開始した給

付奨学金事業については、対象学生への学資金の支給が終了した時点において、学資支給基金の

残余額を国庫に納付し、学資支給業務勘定を廃止することになります。なお、新たな修学支援制

度による給付奨学金に係る業務については、一般勘定にて経理しております。 

 

Ⅴ 金融商品の時価等に関する注記 

１．金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針 

当法人は、奨学金事業を実施しております。 

（２）金融商品の内容及びそのリスク 

学資支給業務勘定で保有する金融資産は、個人に対する給付奨学金のうち、返還が必要とな

った未収金であることから、債務者の契約不履行によってもたらされる信用リスクに晒されて
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おります。 

 

（３）金融商品に係るリスク管理体制 

信用リスクの管理 

学資支給業務勘定では、給付奨学規程及び信用リスクに関する管理諸規程に従い、未収金につ

いて、信用情報管理、問題債権への対応など債権管理に関する体制を整備し運用しております。

これらの債権管理は、奨学金事業部門により行われ、また、定期的に経営管理会議やリスク管理

委員会等を開催し、審議・報告を行っております。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

 

（単位：百万円） 

 貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

現金及び預金 1,578 1,578 －

 

（注）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

現金及び預金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。 

 

 



附　属　明　細　書
（学資支給業務勘定）



（１）固定資産の取得及び処分並びに減価償却費及び減損損失累計額の明細

(単位:円)

当期償却額 当期減損額

破産再生更生債権等 480,000 1,160,005 1,450,000 190,005 0 0 0 0 190,005

△ 480,000 △ 1,160,005 △ 1,450,000 △ 190,005 0 0 0 0 △ 190,005 *

0 0 0 0 0 0 0 0 0

*当期減少額のうち目的取崩額は1,450,000円であります。

投資その他の資産   貸倒引当金

計

減損損失累計額
差引当期末残高 摘要資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

減価償却累計額
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（２）貸付金等に対する貸倒引当金の明細 (単位:円)

期首残高 当期増減額 期末残高 期首残高 当期増減額 期末残高

91,212,409 12,352,854 103,565,263 33,085 3,341 36,426

6,504,064 1,872,105 8,376,169 87,108 17,136 104,244

12,541,627 1,087,862 13,629,489 270,036 21,558 291,594

110,258,100 15,312,821 125,570,921 390,229 42,035 432,264

8,060,437 3,255,956 11,316,393 3,376,845 890,174 4,267,019

0 0 0 0 0 0

480,000 △ 289,995 190,005 480,000 △ 289,995 190,005

480,000 △ 289,995 190,005 480,000 △ 289,995 190,005

118,798,537 18,278,782 137,077,319 4,247,074 642,214 4,889,288

*貸倒引当金の見積方法

債権の貸倒れによる損失に備えるため､一般債権については貸倒実績率により､貸倒懸念債権及び破産再生更生債権等については回収可能性を検討し､回収不能見込額を計上しております｡

（３）運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細

①長期預り補助金等の明細 (単位:円)

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

817,204,788 116,198,936 0 933,403,724 預り補助金等からの振替

817,204,788 116,198,936 0 933,403,724

（４）役員及び職員の給与の明細

　当該事項について該当はありません。

区分
貸付金等の残高 貸倒引当金の残高

区分

計

実質破綻先

破綻先

一般債権

貸倒懸念債権

小計

破綻懸念先

要管理先

正常先

要注意先

学資支給基金補助金

計

学資支給金返還未収金

摘要

破産再生
更生債権等

小計
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（５）セグメント情報の開示

（６）主な事業費用の内訳

(単位：円)

金額

945,860,000

2,092,214

947,952,214

（７）主な資産、負債の明細

①　現金及び預金 (単位：円)

金額 備考

1,576,555,289

1,035,251

1,577,590,540

②　未収金 (単位：円)

金額 備考

136,887,314

51,527

136,938,841

③　長期預り寄附金 (単位：円)

金額 備考

12,345,454

55,840,920

68,186,374計

長期預り寄附金(一般)

項目

長期預り寄附金(修学支援基金)

計

　　セグメント情報は、勘定区分と同一のため省略しております。

奨学金事業

項目

学資金支給業務費

学資支給金

その他

項目

普通預金

計

別段預金

その他

項目

計

学資支給金返還未収金
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